
実技試験または学科試験の免除を受けるには、下表の資格が必要です。
受検申請書提出の際は、必ず証明書類のコピーを添付してください。

免除に該当する
検定職種・作業

等級
免除の対象
となる試験

備考

１級技能検定合格者 １級、２級、３級

２級技能検定合格者 ２級、３級

３級技能検定合格者 ３級

単一等級技能検定合格者 単一等級

特級実技試験合格者 同一の検定職種 特級
免除を受けることができる期間
は、合格日から５年間

１級実技試験合格者 １級、２級、３級

２級実技試験合格者 ２級、３級

３級実技試験合格者 ３級

単一等級実技試験合格者 単一等級

特級学科試験合格者 同一の検定職種 特級
免除を受けることができる期間
は、合格日から５年間

１級学科試験合格者 １級、２級、３級

２級学科試験合格者 ２級、３級

３級学科試験合格者 ３級

単一等級学科試験合格者 単一等級

１級、２級、３級、
単一等級

建築大工職種

ブロック建築職種

枠組壁建築職種 単一等級

建築大工職種 １級、２級

枠組壁建築職種 単一等級

特級、１級、２級、
３級、単一等級

１級、２級、３級、

単一等級

１級、２級、３級、
単一等級

２級、３級、
単一等級

２級、３級、
単一等級

技能照査合格者 相当する検定職種 ２級、３級

1級技能士ｺｰｽの修了試験に合格し、当該訓練を修
了した方

１級、２級、３級

2級技能士ｺｰｽの修了試験に合格し、当該訓練を修
了した方

２級、３級

単一等級技能士ｺｰｽの修了試験に合格し、当該訓練
を修了した方

単一等級

１級、２級、３級
単一等級

１級、２級、３級
単一等級

東京商工会議所が行う１級和裁職種技能検定合格者 １級、２級

東京商工会議所が行う2級和裁職種技能検定合格者 ２級

技
能
照
査

応用課程の技能照査に合格後、５年以上の実務経験
を有した方

応用課程の技能照査に合格後、２年以上の実務経験
を有した方

専門課程の技能照査に合格後、１年以上の実務経験
を有した方

専門課程の技能照査に合格後、４年以上の実務経験
を有した方

普通課程の技能照査に合格後、２年（2800ｈは1年）
以上の実務経験を有した方

１級、２級

同一の検定作業 実技試験

同一の検定作業 学科試験

相当する検定職種

相当する検定職種

相当する検定職種

相当する検定職種

相当する検定職種

学科試験

相当する検定職種

相当する検定職種

学科試験

２級、３級

２級、３級

免除の対象者

同一の検定職種

技
能
検
定
合
格

実
技
試
験
合
格

学
科
試
験
合
格

同一の検定作業

同一の検定作業

建築士法による１級・２級建築士試験に合格した方
又は１級・２級建築士の免許を受けた方建

築
士

職業訓練指導員試験に合格した方
又は職業訓練指導員免許を受けた方

相当する検定職種
指
導
員

建築士法による木造建築士試験に合格した方
又は木造建築士の免許を受けた方

（例） １級普通旋盤作業技能検
定合格の場合、１級フライス盤作
業を受検する際には学科試験が
免除される。

合格した実技試験と同一の「作
業」を選択する場合に限る。

合格した学科試験と同一の科目
（同一の「作業」）を選択する場
合に限る。
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学科試験

学科試験

実技試験

学科試験

学科試験

判定は技能照査合格証書で行
い、公共施設以外で行われたも
のは、証書に知事の証明がされ
ているものに限る。

学科試験

実技試験

相当する検定職種

相当する検定職種

判定は各級の技能士コース修了
証書によること。公共施設以外
で行われたものは証書に知事の
証明がされているものに限る。

和裁職種 実技試験

通
信
訓
練

全国身体障害者技能競技大会の実技部門におい
て、技能証の交付を受けた方

技
能
証

検
定
委
員

全国身体障害者技能競技大会の学科部門におい
て、技能証の交付を受けた方

和
裁

同一の検定作業に関し、中央・都道府県技能検定委
員の職にあった期間が２年以上ある方

同一の検定作業に関し、中央技能検定委員の職に
あった期間が２年以上ある方

国際職業訓練競技（技能五輪）全国大会において、
技能証の交付を受けた方

国際職業訓練競技（技能五輪）地方大会において、
技能証の交付を受けた方

技能検定委員の職であった同一
の「作業」を選択する場合に限
る。

技能検定委員の職であった同一
の「作業」を選択する場合に限
る。

１級

２級、３級 実技試験

実技試験

試験免除  
 
受検申請書を記入する際、ご確認をお願いします。＊…必須  

№ 項目 確認事項 

① ＊申請日付 提出日（R5.4.3～R5.4.14）または受付最終日（R5.4.14）を記入 

② ＊職種名・職種番号 検定職種名、職種番号を正確に記入（5～7ページ参照） 

③ ＊作業名･作業番号 作業名、作業番号を正確に記入（5～7ページ参照） 

④ ＊氏名 略字・俗字ではなく、本人確認書類のとおり、楷書で明瞭、正確に記入（例 高と髙など） 

⑤ ＊受検区分 該当する番号を○で囲む 

【Ａ乙とＢの違い】「Ａ乙」実技試験の免除なしで、学科試験のみを受検 

「Ｂ」実技試験が合格済で、学科試験のみを受検 

【Ａ丙とＣの違い】「Ａ丙」学科試験の免除なしで、実技試験のみを受検 

「Ｃ」学科試験が合格済もしくは通信教育等での免除で、実技試験のみを受検 

⑥ ＊現住所 郵便番号・番地・アパート名・電話番号を正確に記入（誤りがあると受検票等が届かない場合があります） 

※ 受検申請書提出後に住所・氏名の変更があった場合は、速やかに協会に連絡してください 

⑦ ＊学歴 ア．最終学歴を記入 （※ 職業訓練校等を修了された方は、訓練歴の欄に記入） 

イ．機械科・電気科・普通科等の学科の正式名称、入学年・卒業年を正確に記入 

ウ．最終学歴が大学院修了の場合は、その前に卒業した大学名と学科名も併せて記入 

高等学校等中退又は在学中の場合は、その前に卒業した中学校名も併せて記入 

エ．高校（普通科）・大学（経済学科）等、検定職種に関連しない科を卒業された方は、 

受検資格の「実務経験のみ」の欄に該当する実務経験年数が必要 

⑧ 訓練歴 ア．技能照査で学科試験の免除を申請する場合に記入 

イ．訓練校修了後の実務経験年数（訓練期間は実務経験年数に含まない）の資格で申請する場合に記入 

※ 通信訓練の場合は記入する必要なし 

⑨ ＊職歴 現在の勤務先を一番上の欄に記入 

受検申請に必要な実務経験年数を現職だけで満たしていない場合、前職も記入 

【職務内容】機械加工職種 普通旋盤作業の受検申請をする場合、「機械加工等」のように記入 

【在職期間】受検資格の算定基礎となるので、正確に記入 

⑩ 技能検定合格後の 

受検資格 

技能検定合格後の実務経験で受検する場合 

職種名・技能士番号・合格年月日を正確に記入の上、同一職種の合格証書のコピーを提出 

⑪ 実技試験の免除 該当する項目を○で囲み、必要事項を記入の上、証明書類のコピーを提出 

【一部合格】作業名・級・合格通知番号・合格年月日を正確に記入の上、 

同一作業の、同一級又はそれ以上の級の実技試験合格通知書（一部合格）のコピーを提出 

※ 特級の場合、一部合格の免除有効期間は５年間。その他の級は有効期限なし 

【そ の 他】必要事項を記入の上、証明書類のコピーを提出 

⑫ 学科試験の免除 該当する項目を○で囲み、必要事項を記入の上、証明書類のコピーを提出 

【技 能 士】必要事項を記入の上、同一職種の、同一級又はそれ以上の級の合格証書のコピーを提出 

【一部合格】作業名・級・合格通知番号・合格年月日を正確に記入の上、 

同一作業（科目）の、同一級又はそれ以上の級の学科試験合格通知書のコピーを提出 

※ 特級の場合、一部合格の免除有効期間は５年間。その他の級は有効期限なし 

【指導員免許】必要事項を記入の上、該当する指導員免許のコピーを提出 

【通信訓練】必要事項を記入の上、修了証書のコピーを提出 

※ 申請職種に対応した修了科名であること（不明な場合は協会に照会） 

【技能照査】必要事項を記入の上、合格証書のコピーを提出 

※ 申請職種に対応した修了科名であること（不明な場合は協会に照会） 

【そ の 他】必要事項を記入の上、証明書類のコピーを提出 

⑬ とりまとめ団体・ 

事業所・学校名 

技能検定関係書類（受検票・実技試験問題・合格通知書）の送付先について 

【各受検者個人宅宛送付を希望する場合】当欄への記入不要 

【とりまとめ団体・事業所・学校宛送付を希望する場合】当欄に団体・事業所・学校名を記入し、「申請明細書」

と併せて提出 

※「申請明細書」が必要な場合は当協会HPの技能検定ﾍﾟｰｼﾞに掲載しています。 

※「申請明細書」を提出しない場合は、技能検定関係書類を各受検者個人宅宛に送付いたします。 

⑭ ＊本人確認書類 本人確認書類を貼付（運転免許証は裏面もコピーすること）。氏氏名名とと生生年年月月日日がが切切れれなないいよよううご注意ください。 

住所が現住所と異なっても構いません。表の貼付け欄に入らないものは、裏面に貼付ください。 

⑮ ＊写真 写真（半年以内に写したもの）の裏面に作業名・級・氏名を記入した上で、写真票（Ａ）（Ｂ）の２枚に貼付 

※ 受検区分Ｄ（実技・学科とも免除）の場合のみ、写真不要 

⑯ ＊学科試験・計画立

案等試験受検希望地 
学科試験・実技試験の計画立案等試験受検希望地を○で囲む（他他県県をを選選択択すするる場場合合、、県県名名をを記記入入） 

※ 受検者数の状況によって希望の地区にならないことがありますが、ご了承ください。 

【注意】 

１．学歴・職歴・資格等、受検申請書の記入に関し、不明な点がある場合は当協会へ連絡してください。 

２．学歴・職歴・資格等、申請内容に偽りがあったときは、受検を取り消すか、または合格を取り消されることがありますので、受検申請書の

記入は正確を期してください。 

３．免除の証明書類となる合格証書等の氏名に変更があった場合は、必ず戸籍抄本を提出してください。 

４．受検申請書を受理した後は、いかなる理由（病気・業務の都合等による欠席）であっても受検手数料の返金はできません。 

ただし、試験会場または設備等の都合により試験を中止した場合は、受検手数料を返金いたします。 

５．申請書受理後、免除資格等があることが判明しても、等級・受検区分の変更はできません。 

 
受検申請書の確認事項 
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